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研究成果の概要（和文）：本研究では，3都市ネットワークにおいて航空と高速鉄道の提携による利益最大化モデルを
構築し，両機関が競合している場合と比較することで，市場シェアおよび社会的厚生に対する提携の効果を定性的に分
析することが目的である．
本研究の結果，提携により両機関が競合する国内路線の価格の上昇に伴い，総需要は減少するが，乗り換え路線の総需
要が増加することを示した．さらに，両機関が国内で大きなシェアを占めている区間または乗り換え路線の潜在需要が
比較的大きい区間を提携サービスの対象にすることで，提携により企業利益と消費者余剰の総和である社会的厚生が増
加することを示した．

研究成果の概要（英文）：We study the cooperation between the airline and the HSR sectors by formulating 
their joint profit maximization problem using the multinomial logit choice model in a three-node setting. 
Cooperation refers to the situation at which an airline uses the HSR to provide continuing short-distance 
services from a hub to a final destination (a spoke) in its network.
 We have the following findings in this research. First, the cooperation decreases the total volume in 
the domestic market due to raise the HSR and air ticket prices. However, the volume in connecting market 
is increased by cooperation. Second, the cooperation increases the social welfare in whole market if the 
both sectors takes a large share of the domestic market in competitive situation or the number of 
potential customers in connecting market is relatively large.

研究分野： オペレーションズ・リサーチ

キーワード： 交通工学　航空と鉄道　数理モデル　収益管理　企業間提携
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イトの遅延
航空会社の新規参入や増便が困難となって
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られている．ドイツなど欧州の一部の区間
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存の航空路線の代替機関として利用する取
り組みが行われている．これにより，空港
の混雑緩和に効果的であることが報告され
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顧客の利便性を考慮した提携サービスも提
供されている．例えば，ルフトハンザ航空
はドイツ鉄道との提携により，国際線に接
続するドイツ鉄道の区間も，
に購入できる
る．現状，
加している状況で，このような取り組みが
十分になされていないため，
の効果を適切に評価するための手法の確立
が重要な課題である．
 
２．研究の目的
 本研究では，
が市場シェアや
度の効果があるかを数理モデルの構築によ
り，検証することが目的である．
(1) 輸送サービスと提携効果
 航空と鉄
の購買選択に影響するため，提携効果を適切
に分析
ある．しかしながら，
関数から得られる価格需要関数の下でモデ
ル化されており，需要量を定める変数が価格
のみであると仮定されている．そのため，
動時間や距離，運行本数，
機関固有の要因を需要関数に取り入れた分
析はなされていない
ートとして，
ークにおいて需要関数を非集計行動
におけるロジットモデルを用いて拡張する
ことにより，サービス品質を需要量に反映し
たモデルに拡張する．
関のサービス品質
客が航空および鉄道のいずれも選択しない
（例えば，高速バスの利用，競合他社の利用
等）という非購買選択も考慮することが可能
となり，より適切な提携効果の分析
なる．
(2) 空港の容量制約と提携効果
 次に，航空と鉄道の提携による
緩和への効果を分析するために，
モデルを
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関数を用いて解析的に求められること
を示す．その後，最適価格の下で
ア，利益，社会的厚生を比較し，提携効果を
析する．ここで，社会的厚生とは，利益と

消費者余剰の和と定義する．

 
各市場におけるシェアおよび価格に対

する提携の効果を表 1 に示す．
は提携の効果なし，「+」と「
提携により増加と減少を，「±」はどちらと
も言えない場合を意味する．第一に，輸送機
関のサービス品質や非購買選択の効用の大
きさに関わらず，提携により国内市場の総需
要（提携する航空と鉄道の和）は減少するこ
とを明らかにした（表１:3
は，両機関の競合関係が解消され，価格が値

都市ネットワーク 

潜在顧客数に対する空港の容
量サイズが提携にどのような影響を与える
かを明らかにすることが目的である． 
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までの輸送市場を市
とする．この区間は航空のみ運行してお

．都市 H と都市
とし，この区間では高速鉄道

（国内市場と呼ぶ）
から都市（空港）H で乗り換

へ向かう輸送市場を市場 3とする
．ここで，都市

H に滞在したのち，
に向かう場合は市場 1と市場 2それぞ

，都市 Aから都市
便は運行していない．例として，

国内では新幹線と航空が競合する羽田−金沢
にあたる． 

提携効果を分析するために，競合モデルと
つのモデルを構築する．競合

）において航空と高
速鉄道が競合しており，各機関それぞれが自
身の利益を最大化するよう価格を決定する．

新たに都市 Aから空港
に到着した顧客が鉄道に乗り換え，都市

を市場 3 に追加し
両機関の総利益が最大となる価格を共同で

競合および提携の問題を定式化し，
最適価格がランベ

関数を用いて解析的に求められること
を示す．その後，最適価格の下での市場シェ
ア，利益，社会的厚生を比較し，提携効果を
析する．ここで，社会的厚生とは，利益と

消費者余剰の和と定義する． 

各市場におけるシェアおよび価格に対
に示す．表内の「
と「-」はそれぞれ

を，「±」はどちらと
意味する．第一に，輸送機

関のサービス品質や非購買選択の効用の大
きさに関わらず，提携により国内市場の総需
要（提携する航空と鉄道の和）は減少するこ

:3 行 5 列目）．これ
は，両機関の競合関係が解消され，価格が値

潜在顧客数に対する空港の容
量サイズが提携にどのような影響を与える
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提携効果を分析するために，競合モデルと

つのモデルを構築する．競合
）において航空と高

速鉄道が競合しており，各機関それぞれが自
身の利益を最大化するよう価格を決定する．

から空港
に到着した顧客が鉄道に乗り換え，都市 B

に追加し，
両機関の総利益が最大となる価格を共同で

競合および提携の問題を定式化し，
がランベ

関数を用いて解析的に求められること
の市場シェ

ア，利益，社会的厚生を比較し，提携効果を
析する．ここで，社会的厚生とは，利益と

各市場におけるシェアおよび価格に対
「=」

それぞれ
を，「±」はどちらと

意味する．第一に，輸送機
関のサービス品質や非購買選択の効用の大
きさに関わらず，提携により国内市場の総需
要（提携する航空と鉄道の和）は減少するこ

列目）．これ
は，両機関の競合関係が解消され，価格が値



上がりするためである．また，乗り換え市場
では，航空シェアが減少し，総需要が増加す
ることから，Air-rail サービスがうまく機能
していると考えられる． 
 次に，各市場の利益，消費者余剰，社会的
厚生に対する提携効果を表 2に示す．表 2よ
り，提携によって乗り換え市場の社会的厚生
は増加することがわかる．しかしながら，市
場 2では，顧客の非購買選択による効用の大
きさが社会的厚生に対する提携効果を分け
る．言い換えると，提携の対象となる航空と
鉄道が提携前にどの程度の市場シェアを占
めているかが重要となる．両機関が国内市場
シェアを大きく占めている場合には，市場 2
および全市場の社会的厚生は増加すること
を明らかにした．逆に，市場シェアが小さい
場合，乗り換え市場の潜在旅客数が比較的多
い場合に限り，全市場の社会的厚生は増加す
ることを示した．それ以外の場合には，社会
的厚生は減少するため，国内市場（市場 2）
の状況および旅客数をもとに，各輸送機関は
提携関係を結ぶかどうかを判断すべきであ
るといえる． 
 これらの成果は研究発表[17],[20],[21]
にて報告し，現在，論文誌に投稿中である． 
 
 
表 1. 容量制約のない場合の価格およびシェ

アに対する提携効果 

  価格 シェア 総需要 

市場 1 航空 ＝ ＝ ＝ 

市場 2 航空 ＋ ± − 

 鉄道 ＋ ±  

市場 3 航空 ＋ − ＋ 

 
表 2. 容量制約のない場合の社会的厚生に対

する提携効果 

 総利益 消費者余剰 社会的厚生 

市場 1 ＝ ＝ ＝ 

市場 2 ± — ± 

市場 3 ＋ ＋ ＋ 

 
 
(2)空港の容量制約を考慮した場合，競合モ
デルおよび提携モデルともに最適価格を解
析的に求めることができるが，解の構造は複
雑である．特に，空港容量に対する限界利得
の大きさが各モデルの最適価格に影響する
ため，両モデルの比較が困難となる．そこで，
本研究では，提携の目的の 1つである空港に
対する航空の総需要が提携により減少する
場合に限定し，市場シェアや社会的厚生に関
する分析を行った．  
 表 3は最適価格およびシェアに対する影響
を示している．表 1と比較すると，提携によ

って航空需要が減少する場合，鉄道がアクセ
ス不能な路線（市場 1）および国外からの乗
り継ぎ路線（市場 3）に容量が配分され，総
需要が増加することがわかる．さらに，表 4
より，社会的厚生も増加する．しかし，市場
2 では，空港の容量サイズと非購買選択によ
る効用の大きさとの関係により，提携効果は
変化する結果となった．ただし，容量制約の
ない場合と同様に，市場 2において両機関が
国内市場シェアを大きく占めている場合に
は，市場 2および全市場の社会的厚生は増加
することを示した． 
 また，提携のデメリットとして，(i)鉄道
と航空が競合する国内市場では，提携により
独占となるため，航空価格が値上がりする可
能性が高い．(ii)提携により，国内航空需要
が減少し，地方空港の需要が減少することを
指摘した． 
 これらの成果は研究発表[2],[4]にて報告
し，現在，論文にまとめている． 
 
 
表 3. 容量制約のある場合の価格およびシェ

アに対する提携効果 

  価格 シェア 総需要 

市場 1 航空 — ＋ ＋ 

市場 2 航空 ± ± ± 

 鉄道 ＋ ±  

市場 3 航空 ± ± ＋ 

 
表 4. 容量制約のある場合の社会的厚生に対

する提携効果 

 総利益 消費者余剰 社会的厚生 

市場 1 ＋ ＋ ＋ 

市場 2 ± ± ± 

市場 3 ＋ ＋ ＋ 
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